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大和アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
お問い合わせ先（コールセンター）
ＴＥＬ　０１２０－１０６２１２

（営業日の９：00～17：00）
https://www.daiwa-am.co.jp/

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約９年７カ月間（2015年６月30日～2025年１
月21日）

運 用 方 針 信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行な
います。

主要投資対象

ベビーファンド

１．ジャパン・エクセレント・
マザーファンドの受益証券

２．通貨オプション取引（選択
権付為替予約取引）等の通
貨にかかるデリバティブ取
引

ジ ャ パ ン ・
エクセレント・
マザーファンド

わが国の金融商品取引所上場株
式（上場予定を含みます。）

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マザーファンド組入上限比率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、下
記イ．およびロ．に基づき分配金額を決定しま
す。ただし、第１計算期末には、収益の分配は行
ないません。
イ．各計算期末における収益分配前の基準価額
（１万口当り。既払分配金を加算しませ
ん。）が10,000円超の場合、10,000円を
超える額をめどに分配金額を決定します。な
お、計算期末に向けて基準価額が大きく上昇
した場合など基準価額の動向等によっては、
実際の分配額がこれと異なる場合がありま
す。
ロ．各計算期末における収益分配前の基準価額
が10,000円以下の場合、配当等収益から分
配します。ただし、配当等収益が少額の場合
には、分配を行なわないことがあります。

日本株発掘ファンド　米ドル型

運用報告書（全体版）
第24期（決算日　2021年４月21日）
第25期（決算日　2021年７月21日）

（作成対象期間　2021年１月22日～2021年７月21日）

受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
　当ファンドは、わが国の株式に投資すると
ともに、米ドルへの投資効果の享受をめざす
ことにより、信託財産の中長期的な成長をめ
ざしております。当作成期につきましてもそ
れに沿った運用を行ないました。ここに、運
用状況をご報告申し上げます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。
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最近10期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ（配当込み） 米ドル為替レート

株 式
組入比率

株 式
先物比率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込み分配金

期 中
騰落率 (参考指数) 期 中

騰落率 (参考指数) 期 中
騰落率

円 円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ 百万円
16期末(2019年４月22日) 8,552 60 6.7 2,435.83 4.5 111.99 2.1 94.5 － 4,873
17期末(2019年７月22日) 7,750 0 △ 9.4 2,346.77 △ 3.7 107.98 △3.6 93.2 － 4,042
18期末(2019年10月21日) 7,812 10 0.9 2,480.43 5.7 108.52 0.5 95.0 － 3,615
19期末(2020年１月21日) 8,754 0 12.1 2,646.68 6.7 110.24 1.6 95.0 － 3,484
20期末(2020年４月21日) 6,740 40 △22.5 2,187.46 △17.4 107.81 △2.2 92.3 － 2,312
21期末(2020年７月21日) 8,074 10 19.9 2,448.55 11.9 107.25 △0.5 95.5 － 2,388
22期末(2020年10月21日) 9,044 30 12.4 2,555.04 4.3 105.41 △1.7 94.8 － 2,279
23期末(2021年１月21日) 9,548 0 5.6 2,907.38 13.8 103.61 △1.7 92.8 － 2,069
24期末(2021年４月21日) 9,866 60 4.0 2,977.10 2.4 108.08 4.3 87.1 4.9 1,812
25期末(2021年７月21日) 9,529 0 △ 3.4 3,008.95 1.1 109.98 1.8 91.0 － 1,554
（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）為替レートは、計算日における対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートを採用していま

す。
（注３）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注４）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注５）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
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運用経過

基準価額等の推移について

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものです。
＊分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドもあり
ます）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

■基準価額・騰落率
第24期首：9,548円
第25期末：9,529円（既払分配金60円）
騰 落 率：0.4％（分配金再投資ベース）

■基準価額の主な変動要因
　「ジャパン・エクセレント・マザーファンド」の受益証券を通じてわが国の株式に投資し、実質的に
円売り／米ドル買いとなる為替取引を行った結果、国内株式市況は上昇し、米ドルが対円で上昇しまし
たが、一部パフォーマンスの不振だったセクター等の影響から基準価額は小幅な上昇となりました。く
わしくは「投資環境について」および「ベンチマークとの差異について」をご参照ください。
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年 月 日
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ（配当込み） 米 ドル為替レート 株 式

組入比率
株 式
先物比率騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％

第24期

(期首)2021年１月21日 9,548 － 2,907.38 － 103.61 － 92.8 －
１月末 9,299 △2.6 2,826.50 △2.8 104.48 0.8 94.0 －
２月末 9,295 △2.6 2,914.58 0.2 106.25 2.5 89.4 －
３月末 10,290 7.8 3,080.87 6.0 110.71 6.9 86.6 3.8

(期末)2021年４月21日 9,926 4.0 2,977.10 2.4 108.08 4.3 87.1 4.9

第25期

(期首)2021年４月21日 9,866 － 2,977.10 － 108.08 － 87.1 4.9
４月末 9,948 0.8 2,993.46 0.5 108.93 0.8 86.7 5.0
５月末 9,683 △1.9 3,034.76 1.9 109.76 1.6 89.3 4.4
６月末 9,922 0.6 3,070.81 3.1 110.58 2.3 89.7 4.5

(期末)2021年７月21日 9,529 △3.4 3,008.95 1.1 109.98 1.8 91.0 －
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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投資環境について (2021.１.22～2021.７.21)

■国内株式市況
国内株式市況は上昇しました。
　国内株式市況は、当作成期首より、米国ジョージア州における上院決選投票で民主党候補が勝利して
大統領府および上下両院共に民主党が制したことで大型経済対策などの政策の実現化が現実味を帯び、
2021年３月には米国の追加経済対策などにより同国の景気回復期待が高まったことが好感され、強含
みで推移しました。その後、５月は米国においてインフレ懸念が高まったこと、６月にはＦＯＭＣ（米
国連邦公開市場委員会）が発表した政策金利見通しから早期の利上げ観測が強まり、米国金利が不安定
化したことによって株価が下落する場面があったものの、国内における新型コロナウイルスワクチンの
接種が順調に進展し始めたこともあり、株価は底堅く推移しました。
■為替相場
米ドルは対円で上昇（円安）しました。
　当作成期首より、米国において民主党が大統領府・議会上下両院を制したことから、市場のリスク選
好姿勢が強まり、株価が上昇するとともに、円安となりました。2021年３月には、米国での追加経済
対策の成立や、経済指標の改善により米国金利が上昇したことなどから米ドルが買い進められ、全般的
に円安が進行しました。

前作成期末における「今後の運用方針」

■当ファンド
　「ジャパン・エクセレント・マザーファンド」の受益証券へ投資を行います。また、ファンドの運用
方針にのっとり、実質的に信託財産の純資産総額と同程度の為替取引（円売り／米ドル買い）を行いま
す。
■ジャパン・エクセレント・マザーファンド
　新型コロナウイルスの影響下にあっても経済の回復傾向が続いていることや新型コロナウイルスのワ
クチンの実用化が期待されること、引き続き超緩和的な金融環境にあることなどから、堅調な相場が継
続することを想定しております。このようなシナリオの下で、株価が大幅に上昇して過熱感のある銘柄
などを売却する一方、出遅れ感のある銘柄や割安な銘柄を買い付けるなど銘柄入替えを行っていく方針
です。具体的には、行政のデジタル化関連銘柄や脱炭素関連銘柄、５Ｇ（第５世代移動通信システム）
をはじめとしたインフラ（社会基盤）投資関連銘柄、健康意識やＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）に
対する意識の高まりによって恩恵を享受する銘柄などに着目してまいります。
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ポートフォリオについて (2021.１.22～2021.７.21)

■当ファンド
　「ジャパン・エクセレント・マザーファンド」の受益証券へ投資を行いました。また、ファンドの運
用方針にのっとり、通貨オプションを利用し実質的に信託財産の純資産総額と同程度の為替取引（円売
り／米ドル買い）を行いました。
■ジャパン・エクセレント・マザーファンド
　規律ある経営者に経営され、良質な事業を営む企業を主な対象として、調査に基づき推定されるその
企業の本来の価値に比して株価が割安な状態にある銘柄を組み入れるという基本方針に沿って運用を行
いました。
　株式等の組入比率は、おおむね高位で推移させました。
　当ファンドでは、2021年４月末日に運用担当者が交代いたしました。それに伴い、当作成期はこれ
まで保有していた銘柄の売却と、新規銘柄の組み入れを行いました。新たに組み入れた銘柄は、事業構
造の転換に向けた企業努力が結実しつつある富士フイルムホールディングス、食事に関するライフスタ
イルの変化から恩恵を受け得るエフピコ、省エネ性能に優れた製品を武器にグローバル市場での成長が
見込まれるリンナイ、低採算が続くコア事業の改革に着手し始めたＡＧＣなどです。
　この銘柄入替えに伴い、保有銘柄数が大きく減少しました。前作成期末時点では約250銘柄を保有し
ていましたが、当作成期末の保有銘柄数は28となりました。今後の銘柄数も25から40程度とする予定
です。

＊マザーファンドのベンチマークは以下の通りです。

組入ファンド ベンチマーク
ジャパン・エクセレント・マザーファンド ＴＯＰＩＸ（配当込み）
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ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
　以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
　組み入れを行っていたヘルスケア関連銘柄や環境関連銘柄などが上昇してパフォーマンスに貢献した一
方、ゲーム関連銘柄、クラウド関連銘柄や中小型・新興市場銘柄が下落してパフォーマンスにマイナスの
影響を及ぼしました。

分配金について

　当作成期の１万口当り分配金（税込み）は下記「分配原資の内訳（１万口当り）」の「当期分配金（税
込み）」欄をご参照ください。第25期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分配
を見送らせていただきました。
　収益分配金の決定根拠は下記「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

（％）

-4.0
-3.0
-2.0
-1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0

第24期
（2021.１.21　
～2021.４.21）

第25期
（2021.４.21　
～2021.７.21）

米ドル為替レート（対円）
ＴＯＰＩＸ（配当込み）
基準価額

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。

■分配原資の内訳（１万口当り）
項 目

第24期 第25期
2021年１月22日
～2021年４月21日

2021年４月22日
～2021年７月21日

当期分配金（税込み）（円） 60 ―
対基準価額比率 （％） 0.60 ―
当期の収益 （円） 60 ―
当期の収益以外 （円） ― ―

翌期繰越分配対象額 （円） 3,981 3,981
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以
外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額
です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 第24期 第25期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 61.43円 0.00円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00 0.00
(ｃ) 収益調整金 2,123.50 2,123.65
(ｄ) 分配準備積立金 1,856.94 1,858.22
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 4,041.88 3,981.88
(ｆ) 分配金 60.00 0.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 3,981.88 3,981.88
（注） を付した該当項目から分配金を計上しています。
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今後の運用方針
■当ファンド
　「ジャパン・エクセレント・マザーファンド」の受益証券へ投資を行います。また、ファンドの運用
方針にのっとり、実質的に信託財産の純資産総額と同程度の為替取引（円売り／米ドル買い）を行いま
す。
■ジャパン・エクセレント・マザーファンド
　新型コロナウイルスの変異株に対する懸念が高まる中、世界の株式市場は不安定な動きを示していま
す。当面、市場参加者の心理はコロナウイルス克服への期待感と、感染再拡大に対する警戒感との間で
揺れ動くものと予想します。しかし、中期的には世界各国でワクチンの接種が進展すると見込まれるた
め、コロナウイルスによって阻害された経済活動の多くの部分は旧に復していくものと考えられます。
　このような市場想定のもと、コロナ禍にあっても変わらずに、またはそれに適応して事業を成長させ
ていくことが可能と考えられる企業や、一時的にはダメージを被っているもののコロナ後には再び本来
の競争力を取り戻すと考えられる企業に対し、投資を行っていく方針です。
具体的には、
・ヘルスケア分野や環境関連など、コロナ禍にかかわらず中長期的に需要が高まる領域で事業を展開
する企業
・コロナ禍によって加速した社会のデジタル化から恩恵を受けるテクノロジー関連企業
・ヒトの動きが抑制されたことで業績が悪化しているが、本来の競争力は劣化しておらず、コロナ後
に順調な回復を示すと推測される企業
などに着目しています。



8

日本株発掘ファンド　米ドル型

１万口当りの費用の明細

項 目
第24期～第25期

（2021.１.22～2021.７.21） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 78円 0.790％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率

当作成期中の平均基準価額は9,823円です。

（投 信 会 社） （37） （0.382）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価額の計算、法
定書面等の作成等の対価

（販 売 会 社） （37） （0.382）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 会 社） （3） （0.027） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 22 0.228
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株 式） （22） （0.228）

（先物・オプション） （0） （0.001）

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 1 0.012 その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ の 他） （1） （0.009） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 計 101 1.031
（注１）当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算

出した結果です。
（注２）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）各比率は１万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第３位未満を四捨五入してあり

ます。
（注４）組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払った金額のう

ち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、各項目の費用は、当該
投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「１万口当りの費用の明細」が取得でき
るものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。
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■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当り）を乗
じた数で除した総経費率（年率）は1.62％です。

（注１）１万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。

総経費率
1.62％

運用管理費用
（投信会社）
0.77％

運用管理費用
（販売会社）
0.77％

運用管理費用
（受託会社）
0.05％

その他費用
0.02％

参考情報
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■利害関係人との取引状況等
(1) ベビーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

　当作成期中における利害関係人との取引はありま
せん。

(2) マザーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

（2021年１月22日から2021年７月21日まで）
決 算 期 第 24 期 ～ 第 25 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 51,860 17,660 34.1 66,209 17,109 25.8
株式先物取引 5,378 － － 5,339 － －
コール・ローン 362,867 － － － － －
（注）平均保有割合3.3％

※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビー
ファンドのマザーファンド所有口数の割合。

(4) 当作成期中の売買委託手数料総額に対する利害関係
人への支払比率

（2021年１月22日から2021年７月21日まで）
項 目 第24期～第25期

売買委託手数料総額（Ａ） 4,108千円
うち利害関係人への支払額（Ｂ） 964千円
(Ｂ)／(Ａ) 23.5％

（注）売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支
払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当作成期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証
券です。

(2) 親投資信託受益証券の設定・解約状況
（2021年１月22日から2021年７月21日まで）

決 算 期 第 24 期 ～ 第 25 期
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
千口 千円 千口 千円

ジャパン・エクセレント・
マザーファンド 76,783 195,530 237,944 607,280
（注）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2021年１月22日から2021年７月21日まで）

項 目 第 24 期 ～ 第 25 期
ジャパン・エクセレント・マザーファンド

(ａ) 期中の株式売買金額 118,069,941千円
(ｂ) 期中の平均組入株式時価総額 49,323,484千円
(ｃ) 売買高比率 (ａ)／(ｂ) 2.39
（注１）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注２）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
(1) オプションの種類別取引状況

（2021年１月22日から2021年７月21日まで）
決 算 期 第 24 期 ～ 第 25 期

種 類 別 コ ー ル
プ ッ ト 別

買 建 売 建
新 規
買 付 額 決 済 額 権 利

行 使
権 利
放 棄

新 規
売 付 額 決 済 額 権 利

被 行 使
義 務
消 滅

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
通貨オプション取引 コール 84 142 － － － － － －

プット － － － － 87 25 － －
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切捨て。

(3) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となっ
て発行される有価証券

（2021年１月22日から2021年７月21日まで）

種 類
第 24 期 ～ 第 25 期

ジャパン・エクセレント・マザーファンド
買 付 額

百万円
株式 74

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切捨て。



11

日本株発掘ファンド　米ドル型

■特定資産の価格等の調査
　当ファンドにおいて行なった取引のうち、投資信託
および投資法人に関する法律により価格等の調査が必
要とされた資産の取引については、あずさ監査法人へ
その調査を委託しました。対象期間中（2021年１月
22日～2021年７月21日）に該当した取引は、オプ
ション取引（選択権付為替予約取引）が30件あり、該
当取引については当該監査法人からの調査報告書を受
領しました。
　オプション取引については、取引の相手方の名称、
通貨の種類、プットまたはコールの別、権利行使価格、
権利行使期間その他当該オプション取引の内容に関す
ることについて調査を委託しました。
　なお、本調査は財務諸表監査の一部ではなく、また、
価格の妥当性や内部管理体制について保証を提供する
ものではありません。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2021年４月21日)、(2021年７月21日)現在

項 目 第 24 期 末 第 25 期 末
(Ａ) 資産 1,878,921,323円 1,604,089,026円

コール・ローン等 85,266,020 71,358,152
ジャパン・エクセレント・
マザーファンド(評価額) 1,757,705,932 1,509,398,843

コール・オプション(買) 14,541,549 10,608,091
未収入金 21,407,822 12,723,940

(Ｂ) 負債 66,539,021 49,095,814
プット・オプション(売) 12,791,136 10,566,047
未払金 32,359,322 14,964,410
未払収益分配金 11,022,327 －
未払解約金 2,492,903 16,614,248
未払信託報酬 7,791,204 6,763,506
その他未払費用 82,129 187,603

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,812,382,302 1,554,993,212
元本 1,837,054,534 1,631,833,524
次期繰越損益金 △   24,672,232 △   76,840,312

(Ｄ) 受益権総口数 1,837,054,534口 1,631,833,524口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,866円 9,529円

＊第23期末における元本額は2,167,067,492円、当作成期間（第24期～第25期）
中における追加設定元本額は695,553円、同解約元本額は535,929,521円です。
＊第25期末の計算口数当りの純資産額は9,529円です。
＊第25期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は76,840,312円です。

■投資信託財産の構成
2021年７月21日現在

項 目
第 25 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ジャパン・エクセレント・マザーファンド 1,509,398 94.1
コール・ローン等、その他 94,690 5.9
投資信託財産総額 1,604,089 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
(1) オプションの銘柄別残高（評価額）

銘 柄 別 コ ー ル
プ ッ ト 別

第 25 期 末
買 建 額 売 建 額

国

内

通

貨

百万円 百万円

アメリカ・ドル コール 10 －
プット － 10

（注１）外貨建の評価額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに
投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したも
のです。

（注２）単位未満は切捨て。

(2) 親投資信託残高

種 類
第23期末 第 25 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ジャパン・エクセレント・マザーファンド 778,451 617,290 1,509,398
（注）単位未満は切捨て。
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■損益の状況 第24期　自2021年１月22日　至2021年４月21日
第25期　自2021年４月22日　至2021年７月21日

項 目 第 24 期 第 25 期
(Ａ) 配当等収益 △      2,982円 △      4,177円

受取利息 667 428
支払利息 △      3,649 △      4,605

(Ｂ) 有価証券売買損益 △  2,920,465 △ 79,563,867
売買益 5,517,676 4,871,235
売買損 △  8,438,141 △ 84,435,102

(Ｃ) 先物取引等損益 80,110,839 31,512,889
取引益 99,072,866 39,397,596
取引損 △ 18,962,027 △  7,884,707

(Ｄ) 信託報酬等 △  7,900,833 △  6,869,279
(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 69,286,559 △ 54,924,434
(Ｆ) 前期繰越損益金 7,102,705 58,059,896
(Ｇ) 追加信託差損益金 △ 90,039,169 △ 79,975,774

(配当等相当額) (　390,100,326) (　346,545,639)
(売買損益相当額) (△480,139,495) (△426,521,413)

(Ｈ) 合計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) △ 13,649,905 △ 76,840,312
(Ｉ) 収益分配金 △ 11,022,327 －

次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) △ 24,672,232 △ 76,840,312
追加信託差損益金 △ 90,039,169 △ 79,975,774
(配当等相当額) (　390,100,326) (　346,545,639)
(売買損益相当額) (△480,139,495) (△426,521,413)
分配準備積立金 341,394,008 303,231,303
繰越損益金 △276,027,071 △300,095,841

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 第 24 期 第 25 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 11,286,102円 0円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0
(ｃ) 収益調整金 390,100,326 346,545,639
(ｄ) 分配準備積立金 341,130,233 303,231,303
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 742,516,661 649,776,942
(ｆ) 分配金 11,022,327 0
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 731,494,334 649,776,942
(ｈ) 受益権総口数 1,837,054,534口 1,631,833,524口
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収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
第 24 期

１ 万 口 当 り 分 配 金 60円
●＜分配金再投資コース＞をご利用の方の税引き分配金は、決算日現在の基準価額に基づいて自動的に再投資いたしました。

・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金で
す。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
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大和アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
https://www.daiwa-am.co.jp/

ジャパン・エクセレント・マザーファンド

運用報告書　第15期（決算日　2021年７月21日）

（作成対象期間　2021年１月22日～2021年７月21日）

ジャパン・エクセレント・マザーファンドの運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。）
株 式 組 入 制 限 無制限
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ジャパン・エクセレント・マザーファンド

年 月 日
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ（配当込み） 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率騰落率 (ベンチマーク) 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
(期首)2021年１月21日 25,781 － 2,907.38 － 95.6 －

１月末 24,811 △3.8 2,826.50 △2.8 98.3 －
２月末 24,399 △5.4 2,914.58 0.2 94.7 －
３月末 25,998 0.8 3,080.87 6.0 91.0 4.0
４月末 25,765 △0.1 2,993.46 3.0 90.3 5.2
５月末 24,850 △3.6 3,034.76 4.4 92.9 4.6
６月末 25,336 △1.7 3,070.81 5.6 93.3 4.6

(期末)2021年７月21日 24,452 △5.2 3,008.95 3.5 93.8 －
（注１）騰落率は期首比。
（注２）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。

上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注３）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当作成期中の基準価額と市況等の推移
（円）

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

期　首
（2021.１.21）

期　末
（2021.７.21）

基準価額

引き続き超緩和的な金融環境にあることなどから、堅調な相場が継続
することを想定しております。このようなシナリオの下で、株価が大
幅に上昇して過熱感のある銘柄などを売却する一方、出遅れ感のある
銘柄や割安な銘柄を買い付けるなど銘柄入替えを行っていく方針です。
具体的には、行政のデジタル化関連銘柄や脱炭素関連銘柄、５Ｇ（第
５世代移動通信システム）をはじめとしたインフラ（社会基盤）投資
関連銘柄、健康意識やＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）に対する意
識の高まりによって恩恵を享受する銘柄などに着目してまいります。
◆ポートフォリオについて
　規律ある経営者に経営され、良質な事業を営む企業を主な対象とし
て、調査に基づき推定されるその企業の本来の価値に比して株価が割
安な状態にある銘柄を組み入れるという基本方針に沿って運用を行い
ました。
　株式等の組入比率は、おおむね高位で推移させました。
　当ファンドでは、2021年４月末日に運用担当者が交代いたしまし
た。それに伴い、当作成期はこれまで保有していた銘柄の売却と、新
規銘柄の組み入れを行いました。新たに組み入れた銘柄は、事業構造
の転換に向けた企業努力が結実しつつある富士フイルムホールディン
グス、食事に関するライフスタイルの変化から恩恵を受け得るエフピ
コ、省エネ性能に優れた製品を武器にグローバル市場での成長が見込
まれるリンナイ、低採算が続くコア事業の改革に着手し始めたＡＧＣ
などです。
　この銘柄入替えに伴い、保有銘柄数が大きく減少しました。前作成
期末時点では約250銘柄を保有していましたが、当作成期末の保有銘
柄数は28となりました。今後の銘柄数も25から40程度とする予定で
す。
◆ベンチマークとの差異について
　当作成期の当ファンドの基準価額とベンチマークの騰落率は、それ
ぞれ△5.2％、3.5％となりました。
　組み入れを行っていたヘルスケア関連銘柄や環境関連銘柄などが上
昇してパフォーマンスに貢献した一方、ゲーム関連銘柄、クラウド関
連銘柄や中小型・新興市場銘柄が下落してパフォーマンスにマイナス
の影響を及ぼしました。
＊ベンチマークはＴＯＰＩＸ（配当込み）です。

《今後の運用方針》
　新型コロナウイルスの変異株に対する懸念が高まる中、世界の株式市
場は不安定な動きを示しています。当面、市場参加者の心理はコロナウ
イルス克服への期待感と、感染再拡大に対する警戒感との間で揺れ動く
ものと予想します。しかし、中期的には世界各国でワクチンの接種が進
展すると見込まれるため、コロナウイルスによって阻害された経済活動
の多くの部分は旧に復していくものと考えられます。
　このような市場想定のもと、コロナ禍にあっても変わらずに、または
それに適応して事業を成長させていくことが可能と考えられる企業や、
一時的にはダメージを被っているもののコロナ後には再び本来の競争力
を取り戻すと考えられる企業に対し、投資を行っていく方針です。
具体的には、
・ヘルスケア分野や環境関連など、コロナ禍にかかわらず中長期的に
需要が高まる領域で事業を展開する企業
・コロナ禍によって加速した社会のデジタル化から恩恵を受けるテク
ノロジー関連企業
・ヒトの動きが抑制されたことで業績が悪化しているが、本来の競争
力は劣化しておらず、コロナ後に順調な回復を示すと推測される企
業
などに着目しています。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
期首：25,781円　期末：24,452円　騰落率：△5.2％
【基準価額の主な変動要因】
　わが国の株式に投資した結果、国内株式市況は上昇しましたが、一
部パフォーマンスの不振だったセクター等の影響から基準価額は下落
しました。くわしくは「投資環境について」および「ベンチマークと
の差異について」をご参照ください。
◆投資環境について
○国内株式市況
国内株式市況は上昇しました。
　国内株式市況は、当作成期首より、米国ジョージア州における上
院決選投票で民主党候補が勝利して大統領府および上下両院共に民
主党が制したことで大型経済対策などの政策の実現化が現実味を帯
び、2021年３月には米国の追加経済対策などにより同国の景気回
復期待が高まったことが好感され、強含みで推移しました。その後、
５月は米国においてインフレ懸念が高まったこと、６月にはＦＯＭ
Ｃ（米国連邦公開市場委員会）が発表した政策金利見通しから早期
の利上げ観測が強まり、米国金利が不安定化したことによって株価
が下落する場面があったものの、国内における新型コロナウイルス
ワクチンの接種が順調に進展し始めたこともあり、株価は底堅く推
移しました。

◆前作成期末における「今後の運用方針」
　新型コロナウイルスの影響下にあっても経済の回復傾向が続いてい
ることや新型コロナウイルスのワクチンの実用化が期待されること、
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■売買および取引の状況
(1) 株　式

（2021年１月22日から2021年７月21日まで）
買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額
千株 千円 千株 千円

国内 15,578 51,860,495 30,161.1 66,209,446( 807.1) (         －)
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）(　 )内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注３）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
　株　式

（2021年１月22日から2021年７月21日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 株 数 金 額 平均単価 銘 柄 株 数 金 額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
エフピコ 625.5 2,790,644 4,461 ダイワボウＨＤ 488.5 1,359,964 2,783
リンナイ 229.1 2,578,171 11,253 昭和電線ＨＬＤＧＳ 714.8 1,130,644 1,581
光通信 107.2 2,351,317 21,933 オープンハウス 249.6 1,123,809 4,502
クボタ 908.3 2,324,629 2,559 フェローテックＨＬＤＧＳ 466.6 1,013,152 2,171
コムシスホールディングス 648.5 2,183,602 3,367 オルガノ 137.7 936,551 6,801
富士フイルムＨＬＤＧＳ 319.5 2,180,514 6,824 ＴＤＫ 55.4 881,602 15,913
信越化学 114.5 2,099,987 18,340 田岡化学 60.5 817,502 13,512
協和キリン 631.4 2,081,405 3,296 ＳＣＲＥＥＮホールディングス 88.6 809,184 9,133
ＡＧＣ 435.9 2,070,524 4,749 アイペットＨＬＤＧＳ 348.5 735,539 2,110
パーク２４ 942 2,066,936 2,194 日立 138.6 723,706 5,221
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）金額の単位未満は切捨て。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 59円
（株式） （59）
（先物・オプション） （ 0）
有価証券取引税 ―
その他費用 0
（その他） （ 0）

合　　計 59
（注１）費用の項目および算出法については前掲しております項目の概要をご参照

ください。
（注２）項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

(2) 先物取引の種類別取引状況
（2021年１月22日から2021年７月21日まで）

種 類 別
買 建 売 建

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額
国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 5,378 5,339 － －

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
　国内株式
銘 柄

期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（－）
アクシーズ 6.4 － －
建設業（8.6％）
ヒノキヤグループ 89.8 － －
コムシスホールディングス － 603.4 1,843,387
ビーアールホールディングス 71.6 － －
シード平和 265.9 － －
五洋建設 94.5 － －
住友林業 152 806.2 1,686,570
食料品（3.1％）
六甲バター 37.6 － －
Ｓ Ｆｏｏｄｓ 140 － －
エスビー食品 0.1 － －
アリアケジャパン － 191.9 1,258,864
太陽化学 308.2 － －
ファーマフーズ 0.1 － －
ＳＴＩフードＨＤ 45.2 － －
繊維製品（－）
富士紡ホールディングス 128.6 － －
セーレン 179.2 － －
化学（15.5％）
旭化成 8 － －
ラサ工業 244.8 － －
クレハ 38.8 － －
日本曹達 63 － －
信越化学 12.5 105.8 1,864,725
第一稀元素化学工 42.6 － －
田岡化学 60.5 － －
旭有機材 223.9 － －
竹本容器 126.2 － －
第一工業製薬 100.8 － －
太陽ホールディングス 55 － －
富士フイルムＨＬＤＧＳ － 285 2,246,940
高砂香料 37.5 － －
日本色材 134.9 － －
上村工業 32.3 － －
ＪＣＵ 46.2 － －
北興化学 429.4 － －
藤森工業 55.8 － －
ウェーブロックＨＬＤＧＳ 92 － －
ジェイ エス ピー 51.6 － －
エフピコ － 547.2 2,279,088
医薬品（5.3％）
協和キリン － 582.2 2,168,695
カルナバイオサイエンス 44.8 － －

ゴム製品（－）
TOYO TIRE 126.2 － －

ガラス・土石製品（8.8％）
神島化学 50.4 － －
ＡＧＣ － 411.1 1,886,949
日本電気硝子 5 － －
テクノクオーツ 4 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ノザワ 190.3 － －
ジオスター 251 － －
日本碍子 102.6 － －
ＭＡＲＵＷＡ － 163.8 1,729,728
黒崎播磨 122.5 － －
ニチハ 44 － －
鉄鋼（－）
東京鐵鋼 290.2 － －
日本冶金工 84.8 － －
三菱製鋼 336.2 － －
メタルアート 37.8 － －
日本精線 104 － －
非鉄金属（－）
大紀アルミニウム 385.1 － －
三井金属 76.2 － －
DOWAホールディングス 62.6 － －
日本精鉱 71.3 － －
ＵＡＣＪ 43.6 － －
日本伸銅 128.5 － －
住友電工 151.6 － －
昭和電線HLDGS 714.8 － －
アサヒＨＤ 13 － －
金属製品（5.3％）
ケー・エフ・シー 349.6 － －
宮地エンジニアリングＧ 58.6 － －
トーカロ 215.6 － －
川田テクノロジーズ 42.9 － －
シンポ 118.6 － －
横河ブリッジHLDGS 43.2 － －
駒井ハルテック 50.2 － －
リンナイ － 210.8 2,188,104
東プレ 181.8 － －
サンコール 43.2 － －
ファインシンター 0.3 － －
イハラサイエンス 31.6 － －
機械（8.4％）
日本製鋼所 168.6 － －
タクマ 97.8 － －
ツガミ 20.4 － －
芝浦機械 167.8 － －
岡本工作 3 － －
ソデイツク 269 － －
ディスコ 6.5 50.9 1,560,085
和井田製作所 69.4 － －
ＳＡＮＥＩ 6.9 － －
ＡＣＳＬ 39.6 － －
フリュー 109.2 － －
タツモ 157.8 － －
ホソカワミクロン 14 － －
前田製作所 53.6 － －
カワタ 295.1 － －
神鋼環境ソリューション 60.1 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ＴＯＷＡ 94.2 － －
タクミナ 124.6 － －
クボタ － 839 1,893,203
オルガノ 137.7 － －
木村化工機 64.2 － －
昭和真空 201.6 － －
竹内製作所 98.6 － －
日本ピラー工業 14.8 － －
電気機器（7.9％）
イビデン 95.4 － －
日立 88.8 － －
三相電機 119 － －
日本電産 45 75.3 978,900
愛知電機 1.8 － －
寺崎電気産業 134.8 － －
日東工業 6.4 － －
ジーエス・ユアサ コーポ 99.2 － －
ルネサスエレクトロニクス 132.6 － －
京三製作所 42.2 － －
パナソニック 62.6 － －
ソニーグループ 46.2 － －
ＴＤＫ 55.4 － －
鈴木 234.4 － －
大井電気 27.2 － －
AKIBAホールディングス 1.8 － －
日本電子材料 14 － －
アドバンテスト 7.4 － －
シスメックス － 173.6 2,266,348
フェローテックHLDGS 466.6 － －
澤藤電機 28.2 － －
アバールデータ 164.1 － －
エノモト 151.7 － －
芝浦電子 5.8 － －
村田製作所 16.6 － －
北陸電気工業 44.3 － －
日本ケミコン 82.2 － －
日本タングステン 8.2 － －
東京エレクトロン 6.6 － －
輸送用機器（－）
豊田自動織機 27.2 － －
デンソー 34.8 － －
日本車輌 102.3 － －
ユタカ技研 8.4 － －
フタバ産業 93.4 － －
プレス工業 59.7 － －
ＩＪＴＴ 215.6 － －
精密機器（－）
ジーエルサイエンス 45.6 － －
東京精密 123.6 － －
ニコン 0.1 － －
エー・アンド・デイ 172.6 － －
セイコーＨＤ 141.6 － －
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銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
その他製品（2.7％）
ニホンフラッシュ 3.9 － －
フルヤ金属 175.8 165.6 1,094,616
ＳＨＯＥＩ 82.6 － －
トッパン・フォームズ 152.6 － －
南海プライウッド 21.8 － －
ミロク 1.4 － －
電気・ガス業（－）
エフオン 116.2 － －
陸運業（－）
ＳＢＳホールディングス 26.2 － －
富士急行 31.6 － －
サカイ引越センター 35 － －
遠州トラック 12.4 － －
海運業（－）
日本郵船 121.6 － －
商船三井 48.6 － －

空運業（3.8％）
日本航空 － 684.8 1,562,028
パスコ 159.4 － －

倉庫・運輸関連業（2.3％）
三井倉庫ＨＯＬＤ 39.6 374.2 944,480
キユーソー流通システム 22.4 － －

情報・通信業（7.4％）
システナ 100.6 － －
ネクソン － 302.7 691,064
オークファン 166.6 － －
ホットリンク 21.8 － －
ブイキューブ 85.2 － －
ガンホー・オンライン・エンター 220.6 － －
インターネットイニシアティブ 71.2 － －
ヴィンクス 40 － －
GMOグローバルサインHD 85.4 － －
ギガプライズ 236.9 － －
ＡＬＢＥＲＴ 20.6 － －
ダブルスタンダード 112 － －
チエル 1 － －
ユーザベース 98 － －
クリーマ 36.6 － －
GMOフィナンシャルゲート 14.3 － －
ニューラルポケット 52.2 － －
ココペリ 49.6 83 324,115
Ｊストリーム 71.6 － －
ビープラッツ 65.6 － －
ラクスル 67.8 － －
アクリート 44.6 － －
リックソフト 85.2 － －
ヒト・コミュニケーションズHD 9.3 － －
カオナビ 61.8 － －
ミンカブ・ジ・インフォノイト 72.2 － －
マクアケ 31 － －
ウィルズ 339.4 － －
ＡＩ ＩＮＳＩＤＥ 8 － －
ビザスク 155.6 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ジャストシステム 41.6 － －
ＴＤＣソフト 112.3 － －
オービックビジネスＣ 28.4 － －
ＪＦＥシステムズ 72.2 － －
ネットワンシステムズ 38.6 － －
マーベラス 2 － －
スターツ出版 38.5 － －
USEN-NEXT HLDGS 124.8 － －
ワイヤレスゲート 570.8 － －
光通信 － 101.1 2,041,209
アルファポリス 17 － －
ビジネスＢ太田昭和 97.2 － －
クレオ 50.6 － －
コナミホールディングス 94.8 － －

卸売業（－）
エレマテック 44.4 － －
トーメンデバイス 73.8 － －
アルコニックス 72 － －
ダイワボウＨＤ 157.7 － －
内外テック 47.4 － －
大木ヘルスケアＨＬＤＧＳ 49.6 － －
南陽 6.3 － －
セフテック 5.4 － －
ダイトロン 43.3 － －
三井物産 142.6 － －
三谷商事 0.6 － －
ＧＳＩクレオス 67.2 － －
加賀電子 104.6 － －
バリュエンスＨＬＤＧＳ 89.4 － －
ＣＢグループマネジメント 24.8 － －

小売業（4.6％）
くら寿司 － 478.5 1,892,467
アイケイ 181.8 － －
パルグループHLDGS 155.1 － －
ナフコ 0.1 － －
マーケットエンタープライズ 53.3 － －
ＢＥＥＮＯＳ 65.9 － －
TOKYO BASE 138 － －
スタジオアタオ 348.7 － －
Ｇ－７ホールディングス 63 － －
フジ・コーポレーション 9.8 － －
松屋 61 － －
ベルーナ 451.2 － －
銀行業（1.0％）
三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ － 694.9 396,787
三井住友フィナンシャルＧ 42.6 － －

証券、商品先物取引業（－）
ジャフコ グループ 32 － －
保険業（－）
アイペットHLDGS 348.5 － －
Ｔ＆Ｄホールディングス 109.6 － －

不動産業（4.2％）
オープンハウス 249.6 － －
ＧＡ ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＩＥＳ 69.4 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
パーク24 － 874.4 1,729,563
JALCOホールディングス 375.6 － －

サービス業（11.4％）
メンバーズ 75.8 － －
ケアネット 15.4 － －
タケエイ 230.2 － －
ＮＪＳ 47.8 － －
ぐるなび － 579.6 293,277
シーティーエス 62.6 － －
日本パレットプール 13.7 － －
サイバーエージェント － 785.5 1,697,465
エフアンドエム 154.2 － －
シダックス 0.8 － －
イトクロ 82.8 － －
チャームケアコーポレーション 162.8 － －
インパクトＨＤ 177.4 － －
Ｍ＆Ａキャピタルパートナー 102.2 － －
エラン 52.6 － －
インソース 66.4 － －
アイモバイル 24.6 － －
ＭＳ－Ｊａｐａｎ 80.5 － －
インターネットインフィニティー 275.7 － －
ウェルビー － 248.5 325,783
マネジメントソリューションズ 257.8 － －
ポート 142.6 － －
識学 53.8 － －
コプロ・ホールディングス 87.1 － －
アンビスホールディングス 37.8 71.3 452,755
名南Ｍ＆Ａ 6.8 － －
KIDS SMILE HLDGS 38.6 － －
NEXTONE 18.2 － －
KIYOラーニング 55 － －
ダイレクトマケティングミクス 30 － －
燦ホールディングス 261.9 － －
三協フロンテア 101.5 － －
ユニマット　リタイアメント 13.2 － －
セントラル警備保障 21.3 － －
ダイセキ － 372.7 1,908,224

千株 千株 千円

合 計 株数、金額 24,639 10,863 41,205,424
銘柄数<比率> 253銘柄 28銘柄 <93.8％>

（注１）銘柄欄の(　 )内は国内株式の評価総額に対する各
業種の比率。

（注２）合計欄の<　>内は、純資産総額に対する評価額
の比率。

（注３）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
2021年７月21日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

株式 41,205,424 93.7
コール・ローン等、その他 2,764,525 6.3
投資信託財産総額 43,969,949 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■損益の状況
当期　自2021年１月22日　至2021年７月21日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 561,744,746円

受取配当金 561,863,410
受取利息 1,508
その他収益金 241,607
支払利息 △       361,779

(Ｂ) 有価証券売買損益 △ 3,021,297,377
売買益 4,786,720,262
売買損 △ 7,808,017,639

(Ｃ) 先物取引等損益 △    39,178,400
取引益 17,476,500
取引損 △    56,654,900

(Ｄ) その他費用 △        10,017
(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) △ 2,498,741,048
(Ｆ) 前期繰越損益金 37,493,012,351
(Ｇ) 解約差損益金 △10,129,409,927
(Ｈ) 追加信託差損益金 1,099,209,252
(Ｉ) 合計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) 25,964,070,628

次期繰越損益金(Ｉ) 25,964,070,628
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2021年７月21日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 43,969,949,838円

コール・ローン等 1,965,251,193
株式(評価額) 41,205,424,800
未収入金 672,036,895
未収配当金 127,236,950

(Ｂ) 負債 39,920,000
未払解約金 39,920,000

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 43,930,029,838
元本 17,965,959,210
次期繰越損益金 25,964,070,628

(Ｄ) 受益権総口数 17,965,959,210口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 24,452円

＊期首における元本額は23,758,358,844円、当作成期間中における追加設定元本
額は698,750,748円、同解約元本額は6,491,150,382円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
日本株バリュー・業績モメンタム・ファンド（適格機関投資家専用）
750,772,771円、ジャパン・エクセレント8,450,255,628円、日本株発掘ファ
ンド6,859,378,119円、日本株発掘ファンド米ドル型617,290,546円、ダイワ
日本株Ｑ＆Ｑミックス・ニュートラル2018－01（適格機関投資家専用）
139,335,217円、ダイワ・エクセレント・βヘッジ（適格機関投資家専用）
289,225,203円、ダイワ・エクセレント・βヘッジ・オープン（適格機関投資
家専用）364,769,570円、ダイワ日本株Ｑ＆Ｑミックス・ニュートラル（適格
機関投資家専用）293,477,276円、ダイワ日本株Ｑ＆Ｑミックス・ニュートラ
ル2017－10（適格機関投資家専用）201,454,880円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は24,452円です。
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